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研究成果の概要（和文）：本研究は、単純な一般均衡モデルを構築して、主に以下の二つを明らかにした。
(1) 参入コストを低下させる参入緩和政策は、企業数の増加と企業規模の減少を通じて、熟練・非熟練労働者間の賃金
格差を拡大させ得る。一方、カルテルを制限する反トラスト政策は、企業数の減少と企業規模の増加を通じて、賃金格
差を縮小させ得る。
(2) 自国の参入緩和政策あるいは反トラスト政策は、中間財貿易を通じて、外国の賃金格差にも様々な形で影響を与え
得る。

研究成果の概要（英文）：This research develops a simple general equilibrium model to show mainly the 
following two results.
(1) Entry deregulation that reduces the fixed costs of entry can increase the skill premium in wages by 
increasing the number of firms and decreasing firm size. However, an antitrust policy that reduces the 
size of cartels can decrease the skill premium by decreasing the number of firms and increasing firm 
size.
(2) Through international trade in intermediate goods, entry deregulation and antitrust policy can have 
cross-country effects on the skill premium in multiple ways.

研究分野： 国際貿易論
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１．研究開始当初の背景 
 
一つの興味深い事実は、1970 年代後半・

1980 年代前半を過ぎた後、企業数と熟練・
非熟練労働者間の賃金格差がアメリカで急
激に増大したことである。その際、企業数が
増加した一方で企業規模は縮小し、また、熟
練・非熟練労働者間の賃金格差が拡大した一
方で非熟練労働者の実質賃金は必ずしも低
下しなかった。 U.S. Annual Survey of 
Manufactures のアメリカ製造業に関するデ
ータによると、企業数は1982 年から 1997 年
に 358,061 から 373,548 へと増加し、賃金
格差も同期間に 1.58 から 1.88 へと拡大し
た。また同期間に、企業規模は 53.37 から
48.40 へと縮小し、消費者物価指数でデフレ
ートされた非熟練労働者の実質賃金は 1982 
年を 100 として 102.07 へと微増した。 
 
二つ目の興味深い事実は、参入固定費用を

低下させる所謂「カーター・レーガン規制緩
和」が行なわれたタイミングが、まさに 1970 
年代後半・1980 年代前半であったことであ
る。データによると、アメリカの製品市場に
おける参入費用の指数は 1978 年から 1997 
年の間に 5.2 から 0.6 へと大きく低下して
おり、アメリカの製品市場で参入緩和が広ま
っていたことが分かる（Ebell and Haefke, 
2009）。 
 
こうした二つの事実から、参入固定費用、

企業数、及び賃金格差の間には、何らかの関
係があるかもしれない。しかし、これは我々
に理論的挑戦を課すことになる。なぜなら、
企業数と賃金格差を結びつけた先行研究が
これまで無かったからである。 
 
Kurokawa (2010) は、この観察された事実

に対して、参入固定費用に基づいた一つの単
純な理論的説明を与えた。Kurokawa (2010) 
は、よく知られた Dixit and Stiglitz (1977) 
の独占的競争モデルを拡張することによっ
て、中間財セクターの参入固定費用の低下は、
最終財セクターが使用可能な中間財の種類
数（企業数）を増加させ、もし中間財種類数
と熟練労働者が補完的であるならば、熟練の
非熟練労働者に対する相対需要、よって相対
賃金が上昇し得る、と理論的に示した。その
際、企業数が増加する一方で企業規模は縮小
し、また、熟練・非熟練労働者間の賃金格差
が拡大する一方で非熟練労働者の実質賃金
は必ずしも低下する必要はないことも、
Kurokawa(2010) は理論的に示した。 
 
そこで、本研究は、Kurokawa (2010) のモ

デルを二つの点で拡張する。第一に、
Kurokawa (2010)は参入緩和政策に焦点を当
てたが、本研究は参入緩和政策と反トラスト
政策という主要競争政策の双方を分析でき
るモデルに拡張する。第二に、Kurokawa 

(2010) は分析の枠組みを閉鎖経済に限定し
たが、本研究は分析の枠組みを、閉鎖経済だ
けでなく、二国が貿易を行なう開放経済にも
拡張する。 
 
２．研究の目的 
 
本研究の主要な目的は、以下の二つである。 

 
(1) 単純な一般均衡モデルを構築して、参入
固定費用を低下させる参入緩和政策とカル
テルを抑制する反トラスト政策が、企業数・
規模の変化を通じて、熟練・非熟練労働者間
の賃金格差に与える影響を理論的に明確に
する。 
 
(2) 自国の参入緩和政策あるいは反トラス
ト政策が、中間財貿易を通じて、外国の賃金
格差にも影響を与え得ることを理論的に示
す。 
 
３．研究の方法 
 
(1) まず、閉鎖経済モデルを構築した。具体
的には、Dixit and Stiglitz (1977) に基づ
いた Kurokawa(2010) モデルを、参入緩和政
策と反トラスト政策という主要競争政策の
双方を分析できるモデルへと拡張した。閉鎖
経済モデルの概略は以下の通りである。完全
競争下の最終財産業と独占的競争下の中間
財産業という二つの産業と、多様なタスクを
扱える熟練労働者と扱えない非熟練労働者
という二つのスキルレベルから成る国を考
える。最終財は多様な差別化された中間財と
熟練労働者を、中間財は非熟練労働者を用い
る。政府は、参入固定費用を低下させる参入
緩和政策とカルテルを抑制する反トラスト
政策を通じて、中間財の企業数と企業規模を
コントロールできるものとする。そこで、こ
の閉鎖経済モデルにおいて、参入緩和政策に
よる参入固定費用の低下あるいは反トラス
ト政策によるカルテルの抑制が、企業数・規
模の変化を通じて、熟練・非熟練労働者間の
賃金格差に与える影響を理論的に明確にし
た。 
 
(2) 次に、(1)の閉鎖経済モデルを開放経済
モデルへと拡張した。具体的には、中間財貿
易を行なう二国モデルへと拡張した。開放経
済モデルの概略は以下の通りである。ともに
上述の産業・労働構造を持つ、自国と外国の
二国を考える。自国の最終財は、自国の中間
財だけでなく、輸入した外国の中間財も用い
る。外国の最終財も同様に、外国の中間財だ
けでなく、輸入した自国の中間財も用いる。
よって、自国（外国）の中間財企業数の変化
は、中間財貿易を通じて、外国（自国）の最
終財が用いる中間財種類数の変化をもたら
すことになる。そこで、二国が対称的なケー
スと非対称的なケースに分けて、自国の参入



緩和政策あるいは反トラスト政策が、中間財
貿易を通じて、外国の賃金格差にも影響を与
え得ることを理論的に示した。 
 
(3) 最後に、(1)と(2)の理論的結果を、数値
例を用いて描写した。具体的には、モデルの
パラメータにもっともらしい値を与えて、両
国の均衡賃金格差を計算した。次に、参入固
定費用やカルテルに関連するパラメータを
変化させた後、新たな均衡賃金格差を計算し
た。そして、パラメータ変化前と後の均衡賃
金格差を比較することで、参入緩和政策や反
トラスト政策の賃金格差への影響を数値化
した。 
 
４．研究成果 
 
(1) 本研究は、主に以下の三つを明らかにし
た。① 参入コストを低下させる参入緩和政
策は、企業数の増加と企業規模の減少を通じ
て、熟練・非熟練労働者間の賃金格差を拡大
させ得る。一方、カルテルを抑制する反トラ
スト政策は、企業数の減少と企業規模の増加
を通じて、賃金格差を縮小させ得る。② 二
国が対称的なケースでは、両国で対称的に行
われた参入緩和政策（反トラスト政策）は、
両国の賃金格差を対称的に拡大（縮小）させ
得る。③ 二国が非対称的なケースでは、効
果は明確ではないが、数値例によると、一国
の参入緩和政策（反トラスト政策）が、貿易
を通じて、両国の賃金格差を拡大（縮小）さ
せる可能性があり、自国の賃金格差の方が外
国のそれよりも大きく変化する。 
 
(2) 本研究は、主に以下の二つの付加価値を
持つ。① 従来の研究では見落とされていた、
競争政策（参入政策と反トラスト政策）と賃
金格差の国際的な連結を試みたことである。
技術変化や国際貿易が賃金格差の変化の要
因であることは広く認識されてきた。例えば、
Berman et al. (1994)、Katz and Autor (1999)、
Krusell et al. (2000) は技術変化を、
Feenstra and Hanson (1996)、Dinopoulos and 
Segerstrom (1999)、Acemoglu (2003)、
Kurokawa (2011) は国際貿易を賃金格差に
結び付けた。一方、競争政策は、賃金格差の
変化の要因としては、その可能性を示唆する
経験的観察があるにもかかわらず、注意が払
われてこなかった。しかし、Kurokawa (2010) 
は、閉鎖経済の枠組み内で参入政策を賃金格
差に結びつけた。こうした流れの中で、本研
究は、閉鎖経済だけでなく開放経済の枠組み
でも、参入・反トラスト両政策を賃金格差に
結びつけた。② Mitchell (2005) や Mobius 
and Schoenle (2006) のような従来の研究が
企業規模の変化の源として技術の変化を強
調してきたのに対して、本研究はその代替と
して参入及び反トラスト政策という二つの
政策の変化を強調した点である。Kurokawa 
(2010) は、技術変化に加えて、参入緩和政

策による参入固定費用の低下が企業規模の
縮小と企業数の増加を招く点に着目した。こ
うした流れの中で、本研究は、同一フレーム
ワーク内で、参入緩和政策による参入固定費
用の低下と反トラスト政策によるカルテル
の抑制の双方が企業規模と企業数の変化を
招く点に着目した。 
 
(3) 競争政策と国際貿易の間の相互作用は
WTO において新しい課題とされてきた。実際、
その課題を研究するワーキンググループが
設置されるなどして、交渉開始に向かってい
た。しかし、近年この課題は影を潜めて交渉
に向けた更なる取り組みも行われず、ワーキ
ンググループも現在活動停止中である。本研
究は、こうした動きに疑問を呈する。なぜな
ら、競争政策と国際貿易の相互作用は貿易相
手国の賃金格差に変化をもたらし得ること
から分かるように、競争政策の国際的な交
渉・協調は本質的に必要なものであるからで
ある。今後、競争政策と国際貿易の相互作用
に関する議論が再び活発化するきっかけの
一つに本研究がなれたら幸いである。 
 
(4) 本研究の完成版を査読付き海外ジャー
ナルへ近日投稿する予定である。 
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